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震災復興への願い

時が過ぎるのは早いもので、東日本大震災から二回目の冬を迎えました。今なお

活を送られている方、職を探している方が数多くいらっしゃいます。復興に向けた

く、一日でも早く復旧・復興することを願っております。

弊社においては、防災・減災への取り組みの観点から、長年培ってきた耐震設計

動・津波防災や避難対策、エネルギー供給問題まで様々なソリューションを提供す

献していきたいと考えております。

さて、復旧・復興に欠かすことができないのが交通インフラの整備です。橋梁・

路等の構造物の耐震性能評価や対策も重要ですが、先日発生した、中央自動車道の

板崩落事故に代表される事故を未然に防ぐ努力も怠ってはいけません。目視や打音

すが、それだけでは判断できない異常を検知する手段が必要です。この問題を解決

ひとつとして、センシングによる構造ヘルスモニタリングがあります。このような

ニタリングも加えた異常検知は、構造躯体だけではなく、レール軌道、舗装面、斜

材内の装置設備の分野などにも適用が広がっています。

もうひとつ重要なのは、安定かつ効率的なエネルギー供給問題です。風力発電や

おいては、効率的な発電技術が開発されてきていますが、課題が多く残されているの

原子力発電の存廃は、環境問題や将来のエネルギー政策を含めて、より議論を深め

す。

構造計画研究所は、「学会と実業界をブリッジする総合エンジニアリング企業」

術開発についての学会等での発表はもちろんのこと、各種技術セミナーの開催、展

ソリューションの紹介を行ってきました。本誌『解析雑誌』も弊社の取り組みを発

つであり、このような情報提供を継続的に実施していくことで、皆様の課題解決に

れば幸いです。

今後とも、私たちの取り組みをご理いただき、これまで以上にご支援を賜ります

ます。

エンジニアリン
㈱構造計画研究所

グ営業部 副部長
/12 ㈱構造計画研究所
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「KKE Vision 2012 －エンジニアリングにときめく－」 開催報告

～ 3日間でのべ1340名が参加 ～

プライベートイベント「KKE Vision 2012 －エンジニアリングにときめく－」を 10 月 24 日（水）

から 26 日（金）まで、ヒルトン東京にて開催いたしました。

本イベントは構造計画研究所の企業理念である「大学と産業界をブリッジする Professional Design

& Engineering Firm」を基に、ステークホルダーの皆様（顧客の皆様や大学、研究機関、海外パート

ナー、株主の皆様など）とともに、5 年、10 年、15 年の長期的な将来を見据えた知の交流の場となる

ことを目指して、「減災への新たなアプローチ」(24 日)、「ものづくりを支える経営・品質・テクノロ

ジー」(25 日)、「未来社会と豊かな生活」(26 日)の各日三テーマにわたって開催されました。

世界的な経営学者として知られる野中 郁次郎氏（一橋大学 名誉教授）によるスタートアップセッ

ション（モデレータ：徳岡 晃一郎氏（フライシュマン・ヒラード・ジャパン パートナー・SVP、多摩

大学 大学院 教授））に始まり、藤本 隆宏氏（東京大学 大学院 経済学研究科 教授、東京大学ものづ

くり経営研究センター長）、安田 豊氏（株式会社 KDDI 研究所 代表取締役会長）による基調講演など、

当社に縁のある方々を中心に、豪華な講師陣による全 20 セッションを開催しました。

■ 開催概要

・ 日時：2012 年 10 月 24 日(水)～26 日(金)

・ 会場：ヒルトン東京

■ 来場者数（3 日間）：1,340 名

■ プログラム

10/24(水)：減災への新たなアプローチ

【スタートアップ・セッション】

ビジネスモデル・イノベーションにときめく
～真の知恵が問われる時代の戦略・イノベーション・リーダーシップ～

一橋大学 名誉教授 野中 郁次郎 氏
（モデレータ：多摩大学大学院教授 徳岡 晃一郎 氏）

【減災への新たなアプローチ】

 過去の震災に学ぶ大都市の地震対策

 東日本大震災による大規模集客施設の天井被害そしてその復旧対策

 過酷な地震動に対する建築物の備え方

 鉄道構造物の震災復旧と今後の災害対策

 都市ガス事業における事業継続性の確保に向けた地震防災対策

 震災の教訓：輝ける日本の再構築へ

 合意形成の壁をどう乗り越えるか

～震災直後の修羅場での経験を通じて～

名古屋大学 福和 伸夫 氏

東京大学 川口 健一 氏

早稲田大学 曽田 五月也 氏

東日本旅客鉄道株式会社 野澤 伸一郎 氏

東京ガス株式会社 猪股 渉 氏

東北大学 加藤 修三 氏

前女川町長 安住 宣孝 氏
（モデレータ：ノンフィクション作家 山岡 淳一郎 氏）

【交渉学ワークショップ～復興リーダーシップ教育～】

 合意形成と交渉学 ～減災・震災復興に生かす～

 ショートケースのグループディスカッションと交渉学の理論解説

 模擬交渉（1対1）体験

 模擬交渉のフィードバックと交渉学の理論解説

慶應義塾大学 田村 次朗 氏

10/25(木)：ものづくりを支える経営・品質・テクノロジー

【基調講演】良いものづくり現場と日本に残すためのITとは

東京大学大学院 経済学研究科 教授 藤本 隆宏 氏

10/26(金)：未来社会と豊かな生活

【基調講演】スマートシティと未来生活 ～仮想世界と現実世界の融合に向けて～

株式会社 KDDI研究所 代表取締役会長 安田 豊 氏
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危機管理産業展2012／ものづくりNEXT↑2012 出展報告

第16回震災対策技術展（2013/2/7～8 開催） 出展のご案内

構造計画研究所では、これまでに建築、建設分野において蓄積してきた構造解析技術や地震動、津波、

地盤液状化等の自然災害シミュレーション技術について、製造業をはじめとする様々な業界の方に広く

紹介し、交流を促進することを目的に、展示会への出展を積極的に行っています。

3月11日の東日本大震災では、東北地方を中心に甚大な被害が発生し、多くの企業において実効性の

ある事前の災害対策、事業継続計画（BCP）の必然性が改めて見直されています。また、自然災害だけ

ではなく、施設や設備の老朽化に対する保全・維持管理対策の重要性が高まっています。

こうした社会的背景を踏まえて、「構造解析技術」、「計測技術」、「データマイニング技術」を応用し

た、施設や設備の「災害・保全対策ソリューション」をテーマにご紹介をしております。

■出展内容

 災害対策ソリューション

 大規模地震による強震動、長周期地震動、津波、地盤液状化問題への解析技術の適用

 プラント・工場・設備の耐震対策のための解析技術の適用

 BCP（事業継続計画）策定のための災害リスク評価コンサルティング

 防災計画策定・検証のための避難シミュレーション

 保全・維持管理ソリューション

 設備管理データ解析コンサルティング～「データマイニング技術」による異常検知・変状予測～

 FBGやカメラセンサなどによる「センシング技術(実測データ)」と「構造解析技術」を活用し

た構造ヘルスモニタリング

～構造同定問題、環境振動問題、疲労劣化、損傷劣化問題への適用～

■出展のご報告

危機管理産業展（RISCON TOKYO）2012

会 期 2012年10月17日(水)～19日(金)

会 場 東京ビッグサイト（東京国際展示場）

主 催 株式会社 東京ビッグサイト

セミナー
津波・河川氾濫と避難を同時に解析する避難計画策定支援システム
自治体や企業の防災計画策定・検証を強力にサポートします

エンジニアリング営業部 防災対応室 児玉徹也

ものづくりNEXT↑2012 メンテナンステクノショー

会 期 2012年11月14日(水)～16日(金)

会 場 東京ビッグサイト （東京国際展示場）

主 催 社団法人日本能率協会

セミナー
構造物や施設の維持管理・災害対策における情報活用

エンジニアリング営業部 ストックマネージメント室 田邊功一

■出展のご案内

第17回 震災対策技術展－自然災害対策技術展―

会 期 2013年2月7日(木)～8日(金)

会 場 パシフィコ横浜／アネックスホール

主 催 「震災対策技術展」実行委員会

セミナー 津波浸水予測と粒子法－構造解析連成による構造物への影響評価

※招待状をご希望の方は、本誌裏面の「お問い合わせ先」までご連絡ください。

展示ブース風景

セミナー風景



地震活動データに基づいた地震危険度を確率論的に評価する

地震ハザードカーブ地点比較

評価事例

- 地震動の予測に用いた距離減衰式：Kanno et al.(2006)

- 評価基準日：2008年１月１日

表層地盤増幅率

□最大速度

- 藤本・翠川(2003)に基づき評価

した地盤増幅率データベース

- ユーザ指定

□加速度応答スペクトル

- 藤本・翠川(2003)に基づき整備

したAVS30データベース(約250m

メッシュ単位)を用いた地盤増幅率

(Kanno et al.(2006)利用時のみ)

- ユーザ指定

地震動の予測に用いる距離減衰式

□最大速度

- 司・翠川(1999) <基盤面>

□加速度応答スペクトル

- 安中・山崎・片平(1997) <基盤面>

- 内山・翠川(2006) <基盤面>

- Kanno et al.(2006) <基盤面>

地震活動のモデル化

- 主要９８断層帯※１

- 主要９８断層帯以外の活断層※１

- 海溝型地震※１※２

- 震源断層を予め特定しにくい地震※２

※１ 地震ハザードステーション(J-SHIS)で利用さ

れている防災科学技術研究所の断層形状

データを利用(2008年度版）

※２ 地震ハザードステーション(J-SHIS)で利用さ

れている防災科学技術研究所の断層形状

データを数値化（2008年度版）

地震ハザードの評価方法

評価期間50年における大阪市、名古屋市、新宿区の基盤面の地震ハザー

ドカーブ（周期0.1秒、1.0秒）を示します。複数地点の地震ハザードを比較す

ることにより、周期によって、地点間の傾向が異なることがわかります。

=特徴=
□任意の地点・再現期間・基準日に対する地震ハザードの評価が行えます

□最大速度や加速度応答スペクトルによる地震動評価が行えます

□対象建物の固有周期に合わせた地震ハザードカーブや一様ハザードスペクトルの出力、

また、地震ハザードに影響を及ぼす地震種別の分析など、様々な評価が行えます

□内蔵されている地震活動データはユーザにより編集が行えます

□評価結果の図化が行えます※

（※一部の評価結果を除く。図化にはMicrosoft Excelが必要です。）

地震ハザード評価プログラム

k-HAZARD Ver.2.0
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50年超過確率39%(再現期間100年)における、大阪市の

基盤面の一様ハザードスペクトルを示します。

任意の再現期間に応じた加速度応答スペクトルを確率論

的に評価することができ、設計用地震動の検証などに利用

することができます。
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システム開発（受託開発）

k-HAZARDは単独で動作するソフトウェアですが、機能追加や出

力形式の変更等、お客様の利用目的に合わせたカスタマイズに

対応しております。

動作環境

対応OS：Microsoft Windows XP 日本語版

Microsoft Windows Vista 日本語版

Microsoft Windows 7 日本語版

必要メモリ：1GB以上 必要ディスク：100MB以上



ricomacast Ver.4.0 
地震リスク評価プログラム 

ricomacastは、建設地周辺の活断層・プレートの状況や過去の地震活動状況をふまえて、建物の地震リスクを評価するプロ

グラムです。日本全国の地震活動モデルのデータベースと、建物の地震リスクを評価するために必要な基本機能を内蔵して

おり、建物の属性を設定することにより、対象建物の地震リスクを評価することができます。 

  震源 

現在の工学的知見に基づく地震情報データベースを利用して評価

することができます。また、GIS機能を標準搭載しており、建物

周辺の地震環境を地図上で確認することができます※１。 
 

[地震情報データベース] 

□ 主要活断層帯※２ 

□ 主要活断層帯以外の断層※２ 

□ 海溝型地震断層※２ 

□ 震源断層を予め特定しにくい地震※２ 

応答スペクトルの距離減衰式と浅部地盤の増幅特性を与えて 

シナリオ地震の地震動の強さを評価します。 
 

[距離減衰式・地盤種別] 

□ 安中・山崎・片平（1997） 

 ・ユーザー指定によるサイト増幅特性 

 ・建築基準法に基づく地盤種別のサイト増幅特性 

□ 山内・山崎・若松・SHABESTARI（2001） 

 ・11種類に分類された地盤種別のサイト増幅特性 

建物応答は応答スペクトル法により評価します。建物の耐力スペク

トルは、以下の4つの設定方法を用意しています。構造計算や耐震

診断結果等に基づいた設定を支援しています。 
 

[耐力スペクトルの設定方法] 

□ 保有水平耐力（せん断力係数Ci）の入力 

□ Bird-21保有水平耐力計算結果を利用する 

□ Is値の入力 

□ 耐力スペクトルの直接入力 

  建物応答評価 

  損失評価 

フラジリティおよび再調達価格に基づき評価します。フラジリ

ティはユーザーが自由に設定することができます。また、既往

の研究結果を参考に設定したフラジリティを内蔵しています。 
 

[フラジリティ] 

□ ラーメン構造 

□ 壁・ブレース構造 

□ 非構造部材（加速度依存） 

□ 非構造部材（層間変形角依存） 

  震源特性・伝播経路特性とサイト増幅特性の評価 

 

ricomacastとは？ 

※１ 国土地理院刊行の数値地図２５０００（行政界・海岸線）を基本地図として利用 

※２ J-SHISで利用されている防災科学技術研究所の断層形状データを利用。 

ricomacastは単独で動作するソフトウェアですが、お客様の利用

目的に応じたカスタマイズに対応しております。 

「自社独自の損傷評価モデルやコストモデルをricomacastに導入

したい」、「自社の仕様に合わせたレポート出力機能が欲しい」等

のご要望にお応えします。 

動作環境 システム開発（受託開発） 

■地震PML評価 

■地震ライフサイクルコスト評価 

■地震イベントカーブ評価 

■シナリオ地震による詳細評価 

■複数建物群（ポートフォリオ）の評価 

対応OS : Microsoft Windows XP 日本語版  
Microsoft Windows Vista 日本語版 
Microsoft Windows 7 日本語版 

CPU : Pentium 4以上 
必要メモリ  : 512MB以上 
プロトコル  : TCP/IP（同一ルータ内で接続されている範囲） 
その他 : USBポートにセキュリティデバイスの接続が必要です 

インストールには管理者権限が必要です 

Ver.4.0の主な変更点 

□ J-SHISの最新DBを追加 

 2010年度版の地震情報データベースを追加しました。 
 

□ 連動型地震を考慮 

南海トラフの地震、宮城県沖地震、十勝沖・根室沖の地震 

について連動型地震を考慮できるようになりました。 
 

□ 主要活断層帯の発生確率を選択 

平均ケース／最大ケースの選択ができるようになりました。 
 

□ 各階の応答加速度の推定方法の選択項目を追加 

 新たに以下の方法を追加しました。 

・地表最大加速度×Ai分布で算出 

・地表最大加速度×ユーザー指定倍率で算出 

□ 地震イベントカーブ（期待値、90%非超過値） 

□ 地震PML 

□ 地震ライフサイクルコスト  など 

  出力項目 
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企業防災・事例紹介セミナー2012

～地震・津波に関する企業リスクの把握と対策～ 開催報告

万一の災害においても従業員の生命を守る、致命的な事業の中断を回避できる、災害に強い現場にす

るためには事前の対策が不可欠です。構造計画研究所では、地震・津波に関する企業リスクを分析し、

お客様の効果的な事前対策のためのお手伝いをしてまいりました。

このたび、その豊富な業務実績をベースに、皆様に地震・津波に対する効果的なリスクマネジメント

のあり方を事例を交えてご紹介させていただくセミナーを開催いたしました。

セミナー終了後には、弊社の経験豊富なコンサルタントによる無料相談会（先着6名様）も行いまし

た。

■開催概要

・2012年11月27日（火）：構造計画研究所（東京）

・2012年11月29日（木）：野村コンファレンスプラザ大阪御堂筋（大阪）

■主催 ：株式会社構造計画研究所

■講演プログラム

●セッション１ 東日本大震災で何が変わったか
講師：坪田 正紀（防災ソリューション部 災害リスクマネジメント室室長）

東日本大震災をふまえ、企業では事業継続の見直しが行われています。想定外の震災を経験して得た教

訓について、首都直下地震、南海トラフの巨大地震などに関する最新情報と合わせてご紹介しました。

●セッション２ 地震被害リスクに関する検討事例
講師：梁川 幸盛（防災ソリューション部 建築構造室室長）

懸念される地震が発生した場合に、ビルや工場などの施設の柱、壁や室内の状況、また煙突や鉄塔など

の特殊な工作物は大丈夫なのかを把握するには地震シミュレーションが有効です。地震被害に関する企

業リスクの検討を行った耐震性に懸念がある施設や工作物の事例を中心にご紹介しました。

●セッション３ 津波被害リスクを把握する
講師：安重 晃（防災・環境部 地圏環境室技術担当）

政府や関連機関から発表されている最大津波高さを想定したとき、敷地内は浸水するのか、従業員の安

全を守れるのか、近隣の河川による影響はないのかなどを把握するには浸水シミュレーションが有効で

す。津波被害に関する企業リスクの検討を行った浸水評価事例や避難のあり方に関する検討事例をご紹

介しました。

●セッション４ 限られた予算でどう備えればよいのか
講師：坪田 正紀（防災ソリューション部 災害リスクマネジメント室室長）

敷地にどういった地震がくるのか、予想される地震リスクや津波リスクの大きさをどのように把握する

のか、リスクの大きさをふまえてどのような対策をとるべきなのか、ここでは災害に備えたリスクマネ

ジメントのあり方についてご紹介しました。

●無料相談会

ご参加頂いたお客様を対象に弊社の経験豊富なコンサルタントによる個別相談を実施しました。



災害シナリオの特定と共有

地震保険契約の検討

施設の耐震性の第三者評価

トータルコストの削減

自然災害 ＋ KKE

災害リスクマネジメントソリューション

災害リスクマネジメントソリューションは、
施設の新規計画、リロケーション、BCP策
定等を効率的にサポートするものです。
多様な自然災害を一覧で比較できるほか、
地震 PML も同時に評価可能です。専門知
識を分かり易く図表で解説し、意思決定プ
ロセスを円滑に進めるお手伝いをします。

地震 PML 評価 ( 予想最大損失率 )

周辺で発生する可能性のある震源と、発生した場合の地
域・建物・収容物の揺れ・被害程度を評価します。交通
等ライフラインについても、情報をご提供します。

過去の落雷状況を分析し、モンテカルロシミュレー
ションにより対象施設の直撃雷・誘導雷・瞬時電圧
低下の可能性を検討します。

河川・内水氾濫・高潮・津波によるリスクを分析します。 過去の台風記録を分析。施設の台風被害の可能性の
ほか、交通等ライフラインについても、情報をご提
供します。

不動産売買・証券化や、データセンターのファ
シリティスタンダードとして活用されていま
す。既存や計画中の施設の地震 PML のほか、
複数建物群を対象としたポートフォリオ地震
PML も評価可能です。

英文でのレポート作成も承ります。
ご予算・目的に合わせて、評価方法・
内容をご提案させていただきます。
お気軽にお申し付けください。

より強固な

防災対策・事業継続計画
への発展をサポートします。

標
高

0m

5m

浸水

地震 落雷

台風

予想運休日数

  30日以上

  15～30日

   5～15日

   3～5日

   1～3日

   1日以下

   なし

震度分布・公共交通の被害予測例

過去の台風経路の表示例周辺地盤の標高との比較例

落雷

地表（標高考慮）

雷発生

（BCP）

震度7

震度6強

震度6弱

震度5強

震度5弱

震度1～4

想定
シナリオ名

想定

東海地震

分析結果
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建物被害

復旧日数

電気

ガス

水道

交通

本社

再現
期間
（年）

今後 30年
の

発生確率

地震
規模 A支社 B支社 C支社

復
旧
日
数

大正型

関東地震

想定震度

建物被害

復旧日数

電気

ガス

水道

交通

復
旧
日
数

8.0 87 .31 20

6+ 6+ 6+6-

6- 6+ 6+6-

軽微 小破 軽微軽微

中破

無し

大破 中破中破

0-1 2-5 1-50-1

2-10 10-60 10-402-10

40-60 50-70 50-7050-70

20-35 25-35 25-4025-35

0 .5 -11-5

0-0 .51-2

0 .5 -20 0 .5 -25 0 .5 -20

1 .0 -2 .0m 0.0-0 .5m

0.5-25

0-0 0-0 0-00-0

0-0 0-0 0-00-0

0-1 0-1 0-10-1

2-3 3-4 3-42-3

0 .5 -5 0 .5 -7 0 .5 -70 .5 -7

20 ,0000.157 .9

内水氾濫

想定浸水深

復旧日数

電気

ガス

水道
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復
旧
日
数

約 30010.0- - -

- - - - - -

0 .5 -1ほぼ無し0-1ほぼ無し
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29.4cm/s 38.3cm/s28.7cm/s 30.6cm/s

台風シナリオ

99 パーセ

ンタイル

想定最大風速

復旧日数

電気

ガス

水道

交通

復
旧
日
数

10026％-- -

0 -70-52-100-7

0-0 .50-0 .50-0 .50 .5 -1 .0

160 年 220 年90 年 40 年

落雷シナリオ

誘導雷

年間発生確率

復旧日数

電気
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水道
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日
数

100- - - - - -
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プロメテック・ソフトウェア株式会社との資本・業務提携に関するお知らせ

株式会社構造計画研究所は、2012年10月29日、流体シミュレーション理論「粒子法」に基づく革新的

なCAEソリューションを提供しているプロメテック・ソフトウェア株式会社（本社：東京都文京区、代

表取締役社長 CEO：花田孔明）の株式 36.7%を株式会社東京大学エッジキャピタル（UTEC, 本社：東京

都文京区、代表取締役社長：郷治友孝）が運営するベンチャーキャピタルファンドより取得することが

決定しましたので、下記の通りお知らせいたします。

プロメテック・ソフトウェアは、2004 年に設立された東京大学発のベンチャー企業です。構造計画

研究所とは、2008 年より粒子法ソフトウェアの販売及びコンサルティング業務に関する提携を行い、

プロメテック・ソフトウェア創業者の一人である越塚誠一教授（東京大学大学院 工学系研究科）の研

究成果「粒子法」を基にプロメテック・ソフトウェアが独自開発した CAEソフトウェア「Particleworks」

の市場創出に向けて共同で取り組んで参りました。

構造計画研究所は、総合エンジニアリング企業として、大学・研究機関と実業界の橋渡し役を経営理

念に掲げております。今回の資本参加により、プロメテック・ソフトウェアの東京大学発ベンチャーと

いうアイデンティティとのシナジーを最大限に発揮させることで、両社の「知の循環」を図り、事業の

拡大を推進いたします。また、中長期的な視野にたち、ベンチャー企業を支援することで、当社の企業

風土を保持し、社会に役立つイノベーションを実現していきたいと考えております。

業務提携に関しては、これまで、主に製造業に向けて展開していた「Particleworks」などのソフト

ウェア販売を、建設・防災分野に拡大させます。特に昨年の大震災以降、関心の高まっている津波、河

川氾濫や地盤の液状化シミュレーションなどに応用させることで、ソフトウェアの販売と併せて、高い

付加価値のコンサルティング・サービスの提供を目指します。また、海外市場への展開や、両社の技術

者の交流によるソフトウェアの高性能化など、戦略的な取り組みを強化して参ります。

<<粒子法について>>

粒子法は日本発の、世界で通用する、ものづくりソフトウェアとして注目を集めている期待の技術で

す。従来の手法では困難とされていた液体のシミュレーションを計算・可視化する革新的な手法として、

製造業を中心に、その認知と利用が急速に広がりつつあります。この技術の応用範囲は幅広く、医療、

建設、映像制作などでの利用も期待されています。

■ 会社情報 プロメテック・ソフトウェア株式会社（ http://www.prometech.co.jp ）

プロメテック・ソフトウェアは、粒子法によるシミュレーションと CG の融合技術の事業化を目指

して、東京大学生産技術研究所の研究員であった藤澤智光氏と、同大学大学院工学系研究科の越塚誠

一教授が 2004 年 10月に設立した東京大学発ベンチャーです。東京大学ほか諸大学との密接な産学連

携体制を有し、常に最新の大学の研究成果を取り入れて、産業界に製品やソリューションとして提供

しています。事業内容は、粒子法 CAE ソフトウェア「Particleworks」の開発・販売や、製造業・原

子力産業向けの CAE 解析技術の提供、映像制作向けのミドルウェアの提供などで、2009 年にリリー

スした「Particleworks」は、自動車産業から化学・医療・食品産業まで幅広く産業界で活用されて

います。

http://www.prometech.co.jp/


解

粒子法による解析事例のご紹介

■スロッシング解析

スロッシングはタンクなどに入っている液体が地震動などにより振動する現象で、スロッシングによ

る容器からの液体の溢流や液面の衝突による容器の破損などが生じ、大きな災害を引き起こす可能性の

ある現象です。そのため、スロッシングによる液面の高さの評価やスロッシングの防止方法の検討が欠

かせません。粒子法を用いたスロッシングの解析例を紹介します。

■MPS-DEM 連成による土石流解析

土石流のような固液混相流問題（高濃度の粗粒分を含む流れ）を粒子法（MPS 法：Moving Particle

Semi-implicit Method）と DEM（Distinct Element Method）を連成することで解くことができます。巨

礫を含む土石流が砂防ダムに衝突する過程を粒子法とDEMの連成解析により行った解析事例をご紹介し

ます。

円筒タンク内液面
初期状態

円筒タンク内液面
振動状態

振動周期による液面最大高さの変化

内部構造物

内部構造物を含む矩形容器

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

2

0 20 40 60 80 100 120

時間(s)

液
面

変
動

(m
)

構造なし 構造あり

矩形容器における内部構造物の有無による波高の変化

流体

巨礫
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堤体

MPS-DEM 連成による土石流の解析結果（鳥瞰
図）
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MPS-DEM 連成による土石流の解析結果（堤体付近）



津波シミュレーター「TSUNAMI-K」

津波波高・遡上計算プログラム

■解析したい領域をドラッグし

メッシュサイズの入力で領域設定は完了

①まずは解析したい領域を

マウスでドラッグ！

マウス操作だけで

領域設定

②波源設定はデータベースから選択

データベースへの追加も容易！

■波源設定はリストから選択するだけ

■データ追加は登録ボタンを押しパラメータを入力

■位置の設定はクリックでも手入力でもOK

波源設定は

選択するだけ

波源データの

追加も簡単

■計算時間や出力間隔を設定

■時刻歴の出力位置はクリックで指定

③計算条件を入力し解析実行！

出力位置は

クリックで指定

④結果の図化、アニメーションの作成！

時刻歴波形

も出力

■解析結果を読み込み3Dや2Dのアニメを作成

■TSUNAMI-Kの特徴

特徴1：簡易な操作で津波をシミュレーション

特徴2：建物や地形の詳細なデータの追加・修正も可能

特徴3：多数の結果出力に対応



TSUNAMI-Kの入出力と解析事例

■出力

・最大波高、流速

・時刻毎の水位

・時刻毎の流速

・アニメーションデータ

◆

◆

■入力

・多重メッシュによる解析領域の設定

・海上保安庁や国土地理院のデータに対応

・サイト近傍の詳細な地形データの取込が可能

・地図を基にして建物の追加が可能

・初期波源は断層以外に、任意位置での水位や
流量も設定可能

津波解析結果を用いた避難

東海・東南海・南海地震波の計算例 ◆津波の遡上解析例
初期波源
シミュレーション

10 分後
 20 分後
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ウェーブレット変換を用いた構造物の変状検知

㈱構造計画研究所

耐震技術部 八木 康仁

構造物に生じた変状を検知する際に用いられる手法の1つとして、高速フーリエ変換（FFT）に代表さ

れる周波数分析手法が挙げられます。特に近年着目されている周波数解析手法に、ウェーブレット変換

とよばれる手法がございます。今回はウェーブレット変換を用いて構造物に生じた変状を検知するため

の方法をご紹介いたします。

1. 構造物の変状検知に用いる波形分析

構造物の変状を検知する方法として、構造物の加

速度やひずみ等の時刻歴データを取得してその特徴

を抽出する手法は広く用いられています。

時刻歴データを分析する手法として、高速フーリ

エ変換（FFT）は波形の周波数特性を抽出する手法

として非常に広く用いられており、様々な分野に応

用されております。しかし、FFT により得られた周

波数特性は取得した全時刻歴波形についての周波数

特性となっており、時間の情報は欠落しているため、

たとえば「ある特定の時刻の周波数特性」といった

情報を得ることができません。

この欠点を補うために、一定の時間間隔で時刻歴

波形を切り出し、次々に FFT を行うことにより各時

刻ごとの周波数特性を抽出する手法（短時間フーリ

エ変換）が存在します[1]が、時間間隔を短くすると

低周波数帯の情報が得られず、逆に低周波数帯の除

法を得るためには時間間隔を長くする必要があると

いう、いわゆる「不確定性原理」により、分析精度

に限界があるという欠点があります。そこで考え出

されたのがウェーブレット変換とよばれる手法です。

2. ウェーブレット変換とは

ウェーブレット変換とは、「マザーウェーブレット」

とよばれる、時刻 t の近傍を除いて値が 0 となる関

数߮(ݐ)を用いた関数

൫ܹ ఝ݂൯( ,ܾ )ܽ = | |ܽି
ଵ
ଶන ߮(ݐ݂) ൬

−ݐ ܾ

ܽ
൰

തതതതതതതതതതതത
ݐ݀

ஶ

ିஶ

による x(t)の変換を指します[1]。この関数は高周波

成分を分析する際には切り出す時間間隔が自動的に

狭まり、低周波成分を分析する際には時間間隔が自

動的に広がるため、分析精度を落とさずに分析が可

能となります。この手法を用いることにより、FFT

では得られなかった、波形の時刻ごとの周波数特性

の情報を得ることができます。なお、マザーウェー

ブレットは図 1 に示すように様々な波形が存在し、

用途によって使い分けています。

図 1 マザーウェーブレットの例

ウェーブレット変換は非常に様々な分野において

応用されておりますが、本稿ではこれを構造物の変

状検知に用いた例を紹介致します。

3. 構造物の変状検知への適用事例

例として、2 径間橋梁を梁要素で模擬した FEM モ

デル（図 2）において、床板のプレストレス力の低

下を模擬した変状検知を行いました。健全な橋梁の

モデルと、床板の損傷を模擬したモデルの 2 モデル

について柱に橋軸方向の衝撃を与えた際の、衝撃を

与えた点の近傍における橋軸方向加速度波形データ

を取得して比較を行いました。なお、床板のプレス

トレス力が 50%低下した場合に曲げ剛性が約 50%低

下するという知見[2]に基づき、損傷時のモデルにつ

いては床板の剛性を健全時の 50%に設定しました。

損傷時：床板の剛性が

健全時の 1/2

Harr ウェーブレット Mexican Hat ウェーブレット Gabor ウェーブレット
橋軸方向に
衝撃
解析雑誌

図 2 変

力
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状検知用模擬解析モデ

橋軸方向

加速度を取得
構造計画研究所

ル
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解析結果として得られた加速度時刻歴波形を図

3 に、波形に FFT を施した結果得られた加速度フー

リエスペクトルのグラフを図 4 に示します。

図 3 加速度時刻歴波形グラフ

図 4 FFT 結果グラフ

図 4 に示された加速度フーリエスペクトルにお

いて、損傷によるものと考えられる差異はみられま

せんでした。これは様々な時間帯の振動データがフ

ーリエスペクトルに含まれることにより、卓越周波

数の情報が全時刻で平均化されたことが原因と考え

られます。また、図 3 に示された加速度時刻歴につ

いては位相のずれがみられますが、これが損傷によ

るものとは断定できないと考えられます。

一方、同じ加速度波形にウェーブレット変換を施

した結果を示したグラフが図 5 および図 6 となり

ます。ただし抽出周波数は 0Hz～50Hz とし、抽出時

間帯は図 5 においては 0ms～1,000ms、図 6 におい

ては 4,000ms～5,000ms としました。また、マザーウ

ェーブレットにはガボールウェーブレットを用いま

した。

図 5 ウ

図 6 ウェーブレット変換結果（4,000ms～5,000ms）

打撃直後においては、図 5 に示すように卓越振動

数に変化はみられませんが、図 6 からは、打撃後 4

秒～5 秒の時間帯で振動が最も卓越している時間帯

（健全時：4,937ms、損傷時：4,898ms）において、

損傷時の卓越振動数帯域が健全時と比較して 2Hzほ

ど低周波数側にシフトしていることが読み取れます。

一般的に構造物の剛性が低下すると卓越振動数は

低周波数となるので、図 6 において示した卓越振動

数のシフトから橋梁の剛性低下を示すことができた

といえます。

4. まとめ

ウェーブレット変換を用いて時刻ごとの周波数特

性を取り出すことによって、FFT では検出できなか

った構造物の変状を検出することが可能になります。

今回はウェーブレット変換による変状検知手法を

ご紹介させて頂きましたが、弊社におきましては、

他にも様々な分析手法を用いて構造物の変状検知に

関するコンサルティングを行っておりますので、お

気軽にお声掛けいただけますと幸いです。

参考文献

[1]数理科学 ウェーブレット入門（Charles K. Chui 著、桜井明・

新井勉共訳）

[2] 国総研資料第 613 号 PC 道路橋の健全度評価の高度化に関

する共同研究 4 章（国土技術政策総合研究所・社会法人プレス

トレスト・コンクリート建設業協会共著）
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DARSは、鉄道構造物全体を3次元骨組構造としてモデル化し、非線形スペクトル法または
時刻歴動的解析法により地震時の動的応答を算出し、線路方向、線路直角方向の損傷レベル
を部材毎に求めるプログラムです。

鉄道構造物等の3次元耐震性能照査プログラム

DARSは、(公財)鉄道総合技術研究所と(株)構造計画研究所との共同開発によるプログラムです。

Version 1.2

http://www.kke.co.jp/dars/
 解析コンサルティングも行っております。

断面入力 アニメーション

照査結果総括表荷重変位曲線

特徴

3次元での動的解析により、不整形なラーメン高架橋などに
対応します。また、スラブへの直接的な荷重配置により複雑
な荷重計算、荷重分担計算の省略や、1モデル2方向に解
析・照査することにより解析ケース数、作業量を大幅に軽減
し、これまでの設計者の悩みを解決します。

対象構造形式

 ラーメン高架橋
 ラーメン橋脚
 連続桁橋
 杭基礎（場所打ち杭・直接入力）
 SRばね（直接入力）
 支承ばね（直接入力）

対象部材

 RC（矩形・円形・T型）
 鋼部材（矩形・円形）
 SRC（矩形・T型）
 CFT（円形）

計算機能

 破壊モード推定解析（静的非線形解析）
 所要降伏震度スペクトル法（静的非線形解析）
 時刻歴動的非線形応答解析
 固有値解析

動作環境

 Windows XP / Vista / 7 / 8

平成24年鉄道構造物等設計標準・同解説 耐震設計に平成25年3月頃対応予定

H24年鉄道構造物等設計標準・同解説 対応予定

 H24鉄道構造物等設計標準・同解説 基礎構造物
・ 杭基礎対応
・ 直接基礎の分布ばねモデル対応

 H24鉄道構造物等設計標準・同解説 耐震設計
・ 一体型モデルによる動的解析
・ 応答変位法
・ 土の非線形モデル GHE-S

一体型モデル GHE-Sモデル

＊追加内容は変更になる可能性もあります。



あらゆる土木・建築構造物に対応する３次元静的・動的複合非線形解析プログラムです。
公的研究機関、大学、建設会社、設計コンサルタント等多数の導入実績と豊富な使用実績に裏付けられた信頼性を有し、
充実したサポート体制による高い信頼度を持った製品です。

3次元静的・動的複合非線形解析プログラム

Version 5.1.2.2

http://www.kke.co.jp/respt/
解析コンサルティングも行っております。

上部構造―基礎一体モデル
（動的相互作用考慮）

不整形ラーメン高架橋解析モデル
（ねじりモーメント図）

適用事例

道路橋、鉄道橋、地中構造物、上下水道施設、河川構造物、港湾施設、電力施設
プラント構造物、高層建築物、免震・制振構造物、鉄塔

解析機能

初期応力状態作成、静的解析(1) (荷重増分法、変位増分法、弧長増分法、
強制変位法)、固有値解析、動的解析(モード合成法、直接積分)、座屈固有値解析
＊(1)荷重増分と強制変位の同時作用が可

要素

トラス要素(1) (2)、ビーム要素(1) (2)、材軸直交分割要素(1) (2)、バネ要素(2)、
剛域付き４点支持バネ要素(2)、剛域付き２点支持バネ要素(2)、MSS要素(2)、
平面ひずみ要素(1) (2)、平面応力要素(1) (2)、板要素、減衰要素(2)、
剛域付き４点支持減衰要素(2)、剛域付き２点支持減衰要素(2)、Maxwell要素(2)

＊(1)幾何学的非線形考慮可 (2)材料非線形考慮可

復元力特性

逆行型、武田型、スリップ型、JR総研RC型(1)、JR総研SRC型(1)、辻モデル、
岡本型、D-Tri(電共研案)型、武藤型、標準型、深田型、原点指向型、
最大点指向型、標準型テトラリニア(1)、原点指向型テトラリニア(1)、
最大点指向型テトラリニア(1)

＊(1)最終勾配負考慮可

特殊復元力特性

D-Tri型、ひび割れ域剛性低減型、バイリニアスリップ型、D-Tri(電共研案)型、
３次関数逆行型、歪み依存型バイリニア型、高減衰積層ゴム修正バイリニア型、
Ramberg-Osgood(hardning考慮)型、(株)ブリジストン鉛入り積層ゴム型、
東洋ゴム(株)HDR型修正バイリニア型、新日鐵(株)鋼棒ダンバー関数近似型、
新日鐵(株)鋼棒ダンバーバイリニア型、５社共通仕様新LRB型、
新日鐵U型ダンパー(関数定義式)型、ゴム支承トリリニア、
オイレス工業(株)BMRダンパー型

復元力特性(減衰)

変位依存マルチリニア逆行型、変位依存３次関数逆行型、制震壁(オイレス)型、
速度依存バイリニア逆行型、速度依存トリリニア逆行型

解析モデル図 固有振動モード図

製品

 RESP-T/B for Windows (大変形対応版)
 RESP-T/A for Windows (弾塑性対応版)
 RESP-T/E for Windows (機能限定版)
 RESP-T/S for Windows (静的解析限定版)

動作環境

 対応OS
Windows XP / Vista / 7 / 8 (64bitOS対応)

 必要メモリ、ディスク
メモリ256MB以上、空きディスク容量1GB以上

GHE-Sモデル 板曲げ要素

 相関モデル（M-N、M-M、M-M-N） 時々刻々と変化する軸力に対して、対応する曲げ耐力を計算し、剛性変更の制御をすることが可能

 幾何学的非線形対応 修正ラグランジュ定式化による幾何学的非線形を考慮可能

 様々な復元力モデルに対応 硬化則型を始め、さまざまな復元力を使用することが可能

 粘性減衰力モデル 質量比例型、剛性比例型(部材別指定可)、Rayleigh型(部材別指定可)、モード別、ひずみエネルギー比例型が考慮可能

機能追加予定

 GHE-S履歴モデル
 板曲げ要素



汎用の非線形有限要素法解析プログラム

ADINA

ADINA は、マサチューセッツ工科大学の研究成果を反映し ADINA R&D 社が開発した代表的な汎用の

構造・熱伝導・熱流動解析プログラムです。非定常・非線形挙動を高精度な計算機能で解くことが

可能です。 弊社ではプログラム販売の他、解析コンサルティング・サービスもご提供しております。

貯蔵液体タンクのスロッシング解析 施工手順を考慮したＲＣ橋脚の水和熱による、

ひび割れ発生の予測

液面波形分布

タンク壁面：断面力分布

■スロッシング解析のポイント

・構造と流体の相互作用解析

・タンクはシェル要素、流体は流体要素

・地震入力による動的応答解析

・スロッシング波高やタンク応力の算定

・浮き屋根の有無による差異の検討

引張応力度分布温度分布

■水和熱によるひび割れ発生予測解析のポイント

・コンクリート打設サイクルの段階施工解析

・水和熱量の時間変化を考慮

・３次元非定常温度計算による温度予測

・型枠の脱却を反映した熱伝達境界の設定

・打設コンクリートのヤング係数の時間依存性

特徴

構造物－流体連成問題 非定常温度計算－熱応力問題

紹介セミナー・お試し版プログラム・教育訓練

ADINA プログラムや解析事例を紹介するセミナーをご用意しております。お試し版 CD とプログラム使用

法の教育訓練もご提供致します。 また一般的な有限要素法解析についてのセミナーや教育も貴社の

ご事情に応じた内容で行います。 お気軽にご相談下さい。



不安定でない限り、どんな形状のフレームモデルでも応力解析を実行します。
不定形の構造物、プラント構造物、工作物の解析に威力を発揮します。

平 面 応 力要 素の 主応 力図

３次元任意形状フレームモデルの静的・弾性
応力解析を簡単かつスピーディに実行。
5000節点、18000要素までのモデルを扱えます。
形状に関する制限は一切ありません。

・静的線形解析
・静的フレーム非線形解析
・静的材料非線形解析
・動的線形解析
・動的フレーム非線形解析
・免震制振解析
・座屈解析

・Ｐ－デルタ解析
・幾何学的非線形解析
・施工段階解析
・水和熱解析
・断面算定
・断面ＤＢ設定
・構造図作成

midas Gen 及び midas FEA は、MIDAS IT社の商標です。表記の社名及び製品名等は、各社の登録商標または商標です。

http://www4.kke.co.jp/midas/

詳細はこちら ↓

Ver.10 リリース
（平面応力要素追加）

midas FEA
建設用FEM専用解析ツール

詳細はこちら → http://www4.kke.co.jp/stan/



28 解析雑誌 Vol.31 2012/12 ㈱構造計画研究所

Journal of Analytical Engineering, Vol.31 Technical Report 1

平成23 年度先端研究施設共用促進事業「地球シミュレータ産業戦略利用プログラム」利用成果報告書
※本研究は、独立行政法人海洋研究開発機構の地球シミュレータを利用し、文部科学省の「先端研究施設共用促進

事業」の補助を受けた平成23 年度の「地球シミュレータ産業戦略利用プログラム」において実施されました。
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アブストラクト

地震災害の軽減のためには、ある特定の地震が発生した際の地震動をシミュレーションによっ

て正確に予測し、それに基づいた対策を検討しておくことが有効と考えられる。近年では、地面

をガタガタと揺する短周期の地震動から、高層建築物や巨大構造物に影響を与えるゆっくりした

長周期の揺れ（長周期地震動）までの、広帯域にわたる地震動シミュレーションを行うことが求

められている。広帯域での地震動シミュレーションを精度良く行うためには、精度の高い 3 次元

的な地下構造モデルと対象地震の震源断層モデルを用いて、理論的手法による計算を行うことが

望ましい。しかしながら、長周期地震動が卓越する関東平野などの大規模平野を対象として、短

周期を視野に入れた 3 次元の地震動シミュレーションを実施する場合には、通常の PC クラスタ

では計算が困難となる。また、強震動被害に大きく寄与する短周期地震動（周波数 1 Hz 以上）は

伝播経路中のスケールの小さな地震波速度のゆらぎや複雑な表層での散乱の影響を受け非常に複

雑な伝わり方をすることが知られていることから、従来の層境界内を均質媒体とする 3 次元地下

構造モデルでは観測されている短周期波形を説明することが難しいと考えられる。

平成 21・22 年度には、震源の物理や地震波動理論に基づいた 3 次元有限差分法の地震波伝播解

析プログラムを計算能力の高い地球シミュレータに移植し、改良および最適化を行い、大規模問

題の取り扱いを可能にした。さらに、地震が発生した場合に長周期地震動の卓越や大きな被害が

予測される大阪平野および関東平野を対象に、想定地震および過去の被害地震の大規模シミュレ

ーションを実施した。

本年度は、1 Hz 以上の短周期地震動の計算精度の向上を目的に、関東地域で起こった中規模地

震を対象に、3 次元地下構造モデルの層境界内の物性値にゆらぎを与えたランダム媒質導入モデ

ルでの計算（2 Hz まで）を行い、観測記録との比較によりモデルの適用性を確認した。また、前

年度の計算で発生していた解の発散について対策を実施し、計算におけるノウハウを蓄積した。

キーワード：波動伝播、差分法、関東平野、ランダム媒質、発散



解析雑誌 Vol.31 2012/12 ㈱構造計画研究所 29

1. はじめに

日本は 4 つのプレートがぶつかり合う地域に位置し地震が多く発生するため、古くから地震災

害の脅威にさらされてきた。地震による被害を軽減するためには、あらかじめ起こりうる被害を

予測しておき、予測結果に基づいた対策を講じておくことが重要である。近年では、短い周期の

波によるガタガタした強い揺れ（短周期地震動）と、高層建築物や巨大構造物に影響を与える長

い周期の波が伝わることによって生成されるゆっくりした揺れ（長周期地震動）の両者を考慮し

た地震動評価を行うことが求められている。実際に、2011 年 3 月 11 日に起こった東北地方太平洋

沖地震（Mw 9.0）の際には、震源に近い宮城県北部で最大震度 7、岩手県から千葉県にかけて震

度 6 弱以上を観測するなど広範囲で強い揺れとなったほか、長周期地震動による揺れが首都圏や

大阪府など震源から離れた地域にも大きな影響を与えた（気象庁, 20111)）。南海トラフの巨大地震

では首都圏での長周期地震動はプレート構造による伝播経路により、東北地方太平洋沖地震より

も大きくなることも指摘されている（例えば，古村・前田, 20122)）。

理論的な波動伝播シミュレーションにおいては、より現実的な 3 次元地下構造モデルと対象地

震の震源断層モデルを用いた地震動シミュレーションを精度良く行うことが望ましい。しかし、

現状では長周期成分を 3 次元差分法などの理論的手法で計算し、約 1 Hz 以上の短周期成分につい

ては統計的グリーン関数法等により計算し、両者を合成するハイブリッド合成法が用いられてい

る。これは、理論的手法で高周波数域まで計算しようとすると透過振動数の関係から差分格子間

隔を非常に細かく設定しなければならず、結果的に莫大な格子点数となり、PC クラスタなどで計

算することが困難なためである。

また、強震被害に大きく寄与する短周期地震動（f ≥ 1 Hz）は、伝播経路中のスケールの小さな

地震波速度のゆらぎ（短波長不均質構造）や複雑な表層での散乱の影響を受け非常に複雑な伝わ

り方をすることが知られており、これらの影響を考慮した差分法による地震動シミュレーション

の研究も行なわれている（例えば，古村・齊藤, 20063); Kennett and Furumura, 20074); 武村・他, 20115)）。

これらの研究で採用されている地震波速度のゆらぎを 3 次元地下構造モデルに導入した計算を行

うことは短周期地震動の計算精度の向上に繋がると考えられる。

平成 21・22 年度には、震源の物理や地震波動理論に基づいた 3 次元有限差分法の地震波伝播解

析プログラムを計算能力の高い地球シミュレータに移植し、改良および最適化を行い、大規模問

題の取り扱いを可能にした。さらに、地震が発生した場合に長周期地震動の卓越や大きな被害が

予測される大阪平野および関東平野を対象に、上町断層での想定地震および過去の被害地震（1923

年関東地震）のシミュレーションを実施した。関東地震については、地下構造の最小地震波速度

を変えて、1 Hz および 2 Hz までの計算を実施し、観測記録が得られている長周期の観測記録（0.067

≤ f ≤ 0.33 Hz）との比較を行った。

本年度は、1 Hz 以上の短周期地震動の計算精度の向上を目的に、観測記録が豊富に得られてい

る関東地域で起こった中規模地震を対象に、前年度使用していた 3 次元地下構造モデルの層境界

内の物性値にゆらぎを加えたランダム媒質を用いた計算（f ≤ 2 Hz）を行い、観測記録との比較に

より精度の確認を行った。また、前年度の 1923 年関東地震を対象とした検討では、計算において

発散の問題が発生していたため、解決のための対策を実施した。
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2. ランダム媒質を導入した中規模地震の計算

2.1. 計算プログラム

波動伝播シミュレーションには、3 次元有限差分法に基づく地震波伝播解析プログラムを使用

する。本プログラムは、平成 21 年度に地球シミュレータに移植し、平成 22 年度並列化およびベ

クトル化のチューニングを実施したものである。最終的なプログラム性能は 96 ノード(768 CPU)

の場合において、平均ベクトル化率 99.190%、並列化率 99.898%となった。

2.2. 計算条件

2.2.1. 計算対象周波数

離散化した波動方程式を数値的に解く場合、十分な演算精度を安定して得るためには、計算対

象の地震波の波長に比べて十分に小さな格子間隔を取る必要があり、空間 4 次精度の差分演算子

を用いる場合は、1 波長あたり 6 格子程度が必要となる。本検討では、最小地震波速度= 600 m/s

に対し、格子間隔= 50 m とすることで 2 Hz までを対象周波数とした。

2.2.2. 対象地震

より高精度に短周期波形を計算するために、1 Hz 以上の地震動に影響する地下構造の物性値の

ゆらぎを考慮した計算を行った。図 1 に、計算領域における対象地震および対象観測点の位置を

示す。対象地震は、豊富な観測記録が得られている関東平野で起こった中規模地震（2008 年 8 月

8 日 12:57 の東京都多摩区直下の地震：Mw 4.6，震源深さ 38 km）とし、地震規模が小さいため、

点震源を仮定した。地震動の評価地点は関東地域の K-NET，KiK-net 観測点とした。

図 1 計算領域（緑色枠）における対象地震（星印）および

観測点（△：K-NET, □：KiK-net）の位置

※コンター図は地震基盤（Vs=3.2km/s）の上面深度
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2.2.3. 計算モデル

シミュレーションで使用する地下構造モデルは、長周期地震動予測地図 2009 年試作版（地震調

査研究推進本部, 20096)）において公開されている想定東海地震・東南海地震のための 3 次元地下

構造モデルのうち、対象地震を取り囲む領域を抽出して使用した。計算領域の大きさは南北方向

102.4 km × 東西方向 102.4 km × 深さ方向 51.2 km で、格子間隔は 50 m、計算規模は約 43 億格

子規模である。このモデルは層内が均質である従来の 3 次元地下構造モデルである（以後「従来

モデル」と呼ぶ）。

本検討では、図 2 に示すように、従来モデルにランダム媒質（相関距離 Ax,Az = 0.3 km、標準

偏差 4%のフォン・カルマン型の速度揺らぎ分布）を掛け合わせることで、物性値のゆらぎを考慮

したモデルを作成した。図 3 にランダム媒質を導入したモデルと従来モデルの地下構造の比較を

示す。

図 2 ランダム媒質導入モデルの作成イメージ

(a) ランダム媒質導入モデル (b) 従来モデル

図 3 地下構造モデルの断面図（水色球：震源）
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2.3. 結果

図 4 に計算結果と観測記録の比較例を示す。ランダム性を考慮することで、地下構造モデル（媒

質）の全体で地震波の散乱が起こり、観測記録に見られる初動および主要動の後に続く後続波の

再現性が改善されることが分かった。図 5 に、波動伝播の様子のスナップショットを示す。この

図を見ると、深さ 38 km の震源から放出された地震波が地表に到達し伝播していく様子が分かる。

S 波による主要動が地用に到達する付近（15 秒前後）までは、従来モデルとランダム媒質導入モ

デルで伝播の様子に大きな違いは見られないが、20 数秒以降のスナップショットでは、ランダム

媒質導入モデルの方が散乱により大きな振幅の揺れが広範囲で継続している様子が分かる。この

ようなランダム媒質導入モデルによる後続波の再現性の向上は、より長い継続時間の波形を生成

する大きな地震のシミュレーションにおいて効果的であることが示唆される。今後、ランダム媒

質の相関距離を地層のラミナ状に近づける、上部地殻・下部地殻・マントルでゆらぎの度合いを

変化させる等の改良を行うことで、より現実的なシミュレーションが可能と考えられる。

図 4 観測記録と計算結果の比較（加速度波形）

K-NET 観測点 (a) TKY007（東京都：新宿），(b) IBR016（茨城県：取手）

（黒線：観測，赤線：ランダム媒質導入モデル，青線：従来モデル）
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(a) ランダム媒質導入モデル (b) 従来モデル

図 5 波動伝播の様子
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3. 計算の発散対策に関する検討

前年度に検討した関東平野における 1923 年関東地震のシミュレーション（格子間隔 50 m，最

小地震波速度=350m/s で 1 Hz までの計算）においては、解の発散の問題が生じていたため、解決

のための対策を実施した。図 6 に発散領域を含む小領域での計算結果を示す。発散は 120 秒間の

計算のうち 60 秒前後から現れ始める。原因の究明のために、計算時間刻み，並列数，プログラム

の最適化等についても検討し、最終的に地下構造モデルの地表に現れている数百 m 以下の薄い層

が原因であることが分かった。そこで、図 7 に示すように、なるべく地下構造を変化させないよ

うに発散領域付近の構造を対象に、薄い層を削除する処理を施した．最終的に、図 7d の全層に

処理を加えた場合に発散が解消されることを確認した。同様の処理を加えた本計算のモデルでも

発散が起こらないことを確認し、3 次元モデル作成のためのノウハウを得ることができた。

図 6 発散領域を含む小領域での計算結果

図 7 発散対策の検討ケース
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4. まとめ

大規模平野における 1 Hz 以上の短周期地震動の計算精度の向上を目的に、観測記録が豊富な関

東地域で起こった中規模地震を対象に、従来の 3 次元地下構造モデルの層境界内の物性値にゆら

ぎを与えたランダム媒質導入モデルを用いた計算（2 Hz まで）を実施した。その結果を観測記録

と比較することにより、ランダム媒質導入モデルでは、特に後続波の再現性が向上することが分

かった。波形の継続時間がより長くなる大地震のシミュレーションにおいても有効な手段となる

可能性が示唆された。

また、前年度の 1923 年関東地震を対象とした検討では、計算において発散の問題が発生してい

たため、原因究明のための検討を行い、3 次元地下構造での地表に現れている数百 m 以下の薄い

層が原因であることが分かった。また、それらの層を取り除くことで発散が解消されることを確

認した。

今後はさらに現実的な 3 次元地下構造を考慮した広帯域地震動シミュレーションの計算精度を

高めることにより、結果を高層ビルの設計用地震動、被害予測、ハザード評価、家具転倒などの

屋内被害予測といった様々な分野へ適用することが可能と考えられる。
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強震動評価・シミュレーション・設計用入力地震動

断層モデルによる地震動評価

・

地表で観測される地震動の特性は、震源特性・震源から基盤への伝播特性・表層地盤の増幅特性により決

定されます。断層モデルを考慮した地震動評価は広く行なわれ、様々な手法が提案されています。弊社では

永年培ってきた地震動評価の経験と実績に基づき、お客様の目的・予算に応じた手法により地震動の評価
※本製品・サービスの内容の条件は、改善のために予告無く変更することがあります。

■地震動評価のためのモデル化
 震源断層のモデル化（断層パラメータの設定）

 伝播経路のモデル化（深部地盤構造の設定）

 表層地盤のモデル化（表層地盤構造の設定）

シミュレーション・各種構造物への設計用入力地震動の作成を行ないます。

■基盤での地震動評価手法
 経験的手法（翠川・小林の方法）

／半経験的手法（経験的グリーン関数法、統計的グリーン関数法）

 理論的手法／ハイブリッド合成法

■地表での地震動評価手法
 等価線形化手法／非線形地震応答解析法

 有効応力解析法（液状化の考慮）
統計的グリーン関数法を

用いて短周期を予測

地震観測記録のシミュレーション

各種構造物への設計用入力地震動の作成

広域を対象とした強震動評価・予測

地震動の可視化（アニメーション）
3 次元地盤構造に基づき

理論的手法により
長周期を予測

現実的な地震波を予測

（短周期～長周期）

ハイブリッド合成法の概念



断層モデルによる地震動評価の事例紹介

弊社がこれまでに行った地震動評価の一例を紹介します。１９９３年釧路沖地震を対象とした経験的グリ

ーン関数法よる地震動評価では、評価地点の観測記録を精度よく再現できました。また、上町断層を対象に

行った３次元差分法シミュレーションでは、大阪盆地のような３次元地下構造の影響を評価できるととも

に、計算結果をアニメーションとして可視化することで地震波伝播の様子をよく理解することができます。
■経験的グリーン関数法を用いた１９９３年釧路沖地震の地震動評価

破壊開始点

小地震位置
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■３次元差分法を用いた上町断層の波動伝播シミュレーション

地震発生 8.6 秒後 地震発生 38.4 秒後地震発生 16.2 秒後
※本製品・サ

経

半経

理

ハイブ

■地
ービスの内容の条件は、改善のために予告無く変更することがあります。

地震動評価手法 概要

験的手法 翠川・小林手法
点震源の距離減衰式に断層モデルによる地震動評価

地震基盤での応答スペクトルを評価する。断層面の

簡便に行える。

験的手法
経験的グリーン関数法

震源メカニズム、伝播経路が似通った小地震記録を

震波形を求める。伝播経路、表層地盤の影響は小地

下構造情報が無くても、それを考慮した評価が可能。

ていることが前提となる。

統計的グリーン関数法
経験的グリーン関数法で用いる小地震記録が得られ

に作成することで、大地震波形を評価できる。

論的手法

波数積分法
断層モデルあるいは点震源による波動場を理論的に

設定する地下の媒質構造は水平成層の場合にのみ用

有限差分法
3 次元的に変化する媒質に対し、理論的に波動場を求

但し、3 次元的な媒質構造の情報が必要であり、計算

リッド合成法 理論的手法＋半経験的手法
長周期側を理論的手法、短周期側を半経験的手法

法。両者の利点を活かした広帯域の地震動評価が可

震動評価手法の種類と概要
手法を結び付けた手法。

広がりや破壊過程を考慮でき、比較的

重ね合わせることで、大地震による地

震記録に含まれているため、詳細な地

但し、評価地点で小地震記録が得られ

ていない場合に、小地震波形を人工的

求める方法。

いることが出来る。計算時間は短い。

めることが出来る。

負荷も大きい。

で評価し、それぞれを重ね合わせる手

能となる。
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局所地盤のモデル化のための平面波近似を用いた波動伝播の効率的な解析方法の検討（その 1）

―解析方法の提案―

理論的手法 2 次元差分法 地盤モデル

波動伝播 平面波

１．はじめに

2007 年新潟県中越沖地震や 2009 年駿河湾の地震では、

近接した地震観測記録に大きな違いが見られた。この原

因は局所的な地下構造の違いによるところが大きいと考

えられる。それを検討するためには有限要素法や有限差

分法による波動伝播シミュレーションによる検討が有効

であるが、詳細に短周期地震動までを対象にした時の有

限要素法や有限差分法による検討は、次のような問題点

がある。短周期地震動は局所的な地下構造の影響を受け

るため、地盤モデルの格子間隔を小さくする必要がある。

そのために格子数が増え、時間刻みも小さくなるので、

計算時間を要する。また、一般的に震源はモデル内に配

置する。震源と評価地点が遠く離れている場合は、モデ

ル内に震源から評価地点までの伝播経路部分を含める必

要があるため、モデルの格子数が増え、計算時間を要す

る。さらには、計算機のメモリの制約により計算ができ

ない場合もある。

そこで、評価地点周辺の小さなモデル内に、震源と同

じ効果（震源効果）を取り込むことができれば、計算時

間を短縮した効率的な検討が可能となる。そこで、本検

討では局所地盤のモデル化のための効率的な解析方法の

提案を 2 次元差分法で行う。

２．震源効果を取り込んだ効率的な解析方法の提案

本検討での震源効果とは「振幅の違い」と「位相の違

い」の両方を合わせたものとする。「振幅の違い」とは、

広範囲の敷地への地震波入力は震源からの伝播距離に応

じた減衰で生じる振幅差を意味する。「位相の違い」とは、

鉛直下方入射が仮定できないような斜め入射の場合で生

じる評価地点間の位相差を意味する（図 1）。

2 次元差分法における震源効果の取り込みは、モデル内

に平面波を生成させることで可能と考えられる。平面波

は同一波面上では振幅が同一であるため、地表に到達す

る平面波は「振幅の違い」と「位相の違い」が表現でき

る。また、震源と評価地点の間に十分な距離がある場合

は地表付近に到達する地震波は平面波として近似できる

ことからも、震源効果の取り込みを平面波で表現するこ

とは適切だと言える。

平面波の作成方法は、図 2 に示すように加振点を入射

角に対応した線分上に配置し、全加振点を同時に加振さ

せる。

３．計算モデル、計算条件

図 3 に平面波作成の検討に用いたモデル図を示す。計

算条件は次の通りである。計算領域は 94km×50km、格子

間隔は 0.2km×0.2km、時間ステップは 0.005 秒、設定し

た地下構造モデルは均質地盤（Vs=3.0km/s, Vp=5.2km/s.

ρ=2.63g/cm3, Q=100）とした。境界条件は Clayton and

Engquist(1977)及び Cerjan et al.(1985)の吸収境界条件を用

いた。なお、本検討では波動場をできるだけ単純化する

ために、各加振点は S 波震源（P 波は放射させずに S 波の

みを放射する）とした。

評価地点は地表（Y=0）の X=43～51km の 8km の範囲

内で 1km 間隔に 9 点配置した。X=47km 地点が中央評価

地点となる（図 3 中の赤三角印）。入射角は 0°、11.3°、

21.8°の 3 種類で検討を行う。

４．計算結果

図 4 に全評価地点の波形の重ね描き、図 5 に全評価地

点の加速度最大値、図 6 に中央評価地点の加速度最大値

に対する比を示す。図 4 より入射角 0°の X 成分は、全

評価地点で主要動部分は位相も振幅も重なっている。約

8.5 秒以降の後続波の違いは、計算領域端部からの反射波

の影響の違いである。入射角 0°の Y 成分は X 成分の主

要動が表れる時刻（およそ 7.5～8.5 秒）に振幅が見られ

ない。これは、本検討の加振点は S 波震源としているた

め、加振点からは SV 波のみの放射となる。そのため、振

動方向は平面波の進行方向に直交するする成分（入射角

が 0°の場合は X 成分）のみとなり、Y 成分は表れない。

図 4 より入射角が大きくなるにつれて評価地点間の位

相差が大きくなっている。これは入射角が大きくなると、

地表に入射する波面の到達時刻の差が大きくなるためで

ある。図 6 より入射角が大きくなるにつれて評価地点の

両端で加速度最大値の違いが大きくなっている。これは、

入射角が大きくなると、左端の評価地点までと右端の評

価地点までの伝播距離の差が生じているためである。

正会員 ○松元 康広* 同 司 宏俊*

同 澤飯 明広* 同 大場 政章**
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以上のことから、本検討で提案した方法により平面波

を生成できることを確認できた。

５．まとめ

本検討では局所地盤のモデル化のために波動伝播の効

率的な解析方法の提案を行った。その方法は震源を含ん

でいない評価地点周辺の小さなモデル内に、平面波を生

成させることで震源効果を取り込みこむ。平面波は地表

の入射角に対応した加振点を線分上に配置し、それらを

同時に加振させることで作成できる。本検討で提案した

方法により、評価地点周辺の局所的は地下構造の違いに

よる地震動の違いを検討する際はモデル領域を小さくす

ることができ、計算時間も少なくて済むことから効率的

に検討を行うことが可能と考えられる。

その 2 では本検討で提案した方法を、実地盤モデル・

実地震への適用を試み、その有効性を検討する。

震源断層

拡大

評価地点

敷地

距離差

位相差
震源断層

拡大

評価地点

敷地

距離差

位相差

図 1 震源効果

(1)入射角 0° (2)入射角 11.3° (3)入射角 21.8°

図 2 加振点配置のイメージ

（丸印:格子点、色つきの丸印:加振点、

直線:波面、矢印:波面の進行方向）
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図 3 計算モデル

(丸印:加振点 三角印:評価地点 赤三角印:中央評価地点)
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(3)入射角 21.8°

図 4 全評価地点の波形（左:X 成分 右:Y 成分）

(赤色:中央評価地点 丸印:最大値)
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図 5 全評価地点の加速度最大値（左:X 成分 右:Y 成分）

(黒:入射角 0° 黄緑:入射角 11.3° 青:入射角 21.8°)
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図 6 中央評価地点の加速度最大値に対する比

（左:X成分 右:Y成分）

(黒:入射角 0° 黄緑:入射角 11.3° 青:入射角 21.8°)
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局所地盤のモデル化のための平面波近似を用いた波動伝播の効率的な解析方法の検討（その 2）

―実地盤モデル・実地震への適用―

１．はじめに

局所的な地下構造の違いによる地震動への影響を詳細

に検討するため、地盤モデルを詳細にしつつ、解析範囲

を合理化するため『その 1』では、評価地点周辺の局所地

盤モデル内に平面波を生成させることで、震源効果（振

幅・位相の違い）を取り込んだ効率的なシミュレーショ

ンを行う手法を提案し、2 次元差分法を用いた解析的な検

討を行った。本検討（その 2）では、本提案手法を実地盤

モデル、実地震に適用し、本提案手法の有効性を検討し

た。

２．対象サイト、対象地震

対象サイトと対象地震の位置を図 1 に示す。計算対象

サイトでは、鉛直アレー地震観測（GL-0m、-25m、-200m、

-380m）を実施しており、そこで観測した 2 地震を対象に

計算した。

①ケース 1：サイト直下の深い地震（Mw4.3,深さ 53km）

②ケース 2：サイト北方の浅い地震（Mw4.2,深さ 5km）

ケース 1 はサイトに対し鉛直入射が仮定でき、比較的

単純な伝播過程が期待される例として、ケース 2 は地下

の浅い部分を長距離伝わってくるため、伝播過程での地

下構造の複雑さの影響が大きくなる例として取り上げた。

図 1 計算対象サイトと対象地震の位置

３．計算モデル、計算条件

計算手法には 2 次元差分法を用いた。各ケースの計算

条件を表 1 に示す。2 ケースとも 12.5Hz 以下を計算の対

象周波数帯とした。このように高周波数まで計算できる

のは、震源を含まず局所領域のみをモデル化する本提案

手法のメリットである。

表 1 計算条件

ケース 計算領域
格子

間隔

計算ステップ数

（時間刻み）

対象

周波数帯

ケース 1
水平：5km

深さ：3km
2.5m

180000
（0.0001 秒）

≦12.5Hz

ケース 2
水平：8km

深さ：5km
2.5m

180000
（0.0001 秒）

≦12.5Hz

本検討の計算モデルを図 2 に示す。2 ケースとも対象サ

イトを通る南北断面をモデル化した。対象サイト周辺は、

Vs=2.9km/s の硬い層が北から南方へ深くなるように傾斜

して分布している。

図中星印で示すように、各地震の地震波入射角度を想

定するために点震源とサイトを結ぶ直線の接線方向に点

震源を配置し、同時に加振することで平面波を生成する。

なお、ケース 2 は事前の試計算により、点震源の列をあ

る程度離れた位置に置く必要があったため、X=5km にお

ける構造をそのまま北方に延長した。
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図 2 計算モデル

（△：計算地点、☆：点震源）
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４．シミュレーション結果と観測記録の比較

ケース 1 の計算結果と観測記録の比較を図 3 に、ケー

ス 2 の場合を図 4 に示す（GL-380m 地点）。なお、計算結

果の振幅値は直接比較できないため、観測記録に合わせ

て振幅を係数倍して表示している。

2 ケースとも直達波部分や後続波群が計算で再現するこ

とができた。フーリエスペクトルの周波数特性もよく再

現できている。また、試行錯誤の結果、ケース 2 は

Vs=2.9km/s 層全体に点震源を展開する必要があることが

分かった。ケース 2 の対象地震はサイトから遠く、かつ

震源が浅いため、地震波が Vs=2.9km/s の層内をトラップ

され伝わってきたためと考えられる。地震波伝播経路の

イメージ図を図 5 に示す。このような伝播経路が複雑な

地震の場合、対象地盤の特徴を把握したうえで最適な局

所地盤モデルを作成することが必要であると考えられる。

図 3 ケース 1の計算結果と観測記録（加速度）

図 4 ケース 2の計算結果と観測記録（加速度）

図 6 にケース 1 の波動伝播のスナップショットを示す。

鉛直上昇する平面波が、傾斜する Vs=2.9km/s 層上面から

上部層に入射後、波面が傾斜する様子、その後、反射、

屈折をしながら南方へ伝播していく様子が分かる。

図 5 ケース 2の地震波伝播経路のイメージ

▲：サイト、★：実際の震源位置

図 6 波動伝播のスナップショット（ケース 1）

●：計算地点、◆：点震源

５．まとめと今後の課題

本研究で提案する解析方法を実地盤モデル・実地震に

適用した。計算結果と観測記録との比較を行い、以下の

結果を得た。

1) サイト直下の深い地震に対し、S 波主要動部分の継続

時間や増幅特性等について観測記録を再現することが

できた。

2) サイト北方の浅い地震に対し、平面波を地盤モデル内

の明瞭な速度境界面がある深さまで展開することで、

観測記録を概ね再現することができた。

これらの検討結果から、本提案手法の有効性が示された。

今後の課題としては、絶対振幅値の評価方法や、観測

記録がない場合の平面波モデル化方法、M7～8 クラスの

地震への適用性の検討等が挙げられる。
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設設計計用用入入力力地地震震動動作作成成シシスステテムム

【設計用入力地震動作成システムとは】
耐震設計に用いる入力地震動を建設地点に応じて作成することができるソフトウェアです。基準・法令等で定

められている応答スペクトルに適合する模擬地震波を作成するだけではなく、建設地点周辺での地震環境や地

盤特性を考慮した入力地震動を作成することができます。

2011 年 6 月までに、各パッケージを順次 6.0 または 6.1 にバージョンアップし、Windows 7 への対応や新機

能の追加等を行いました。また、SeleS の被害地震 DB を更新し、2011 年 4 月までに発生した地震を追加収

録しました。

【各パッケージの機能概要と販売価格】

設計用入力地震動作成システム

模擬地震波作成プログラム

ARTEQ for Windows

アーテック

販売価格
フル機能版 ：1,050,000円（税込）
建築限定版 ： 735,000円（税込）

土木限定版 ： 525,000円（税込）

耐震設計の際の地震荷重を設定するために、建設地
点周辺の地震環境を検索し、被害地震および活断層
によってもたらされる建設地点での地震動強さを評価

するシステムです。各種距離減衰式による建設地点
での最大振幅計算や再現期待値計算、安中ほか
(1997)やH20ダム式による応答スペクトルの計算、断
層の拡がりを考慮した翠川・小林手法によるスペクト
ル評価が可能です。

構造物設計用の地震応答スペクトルを設定して、そ
の応答スペクトルに適合する地震波を作成するプロ
グラムです。改正建築基準法の告示1461号や設計用
入力地震動作成手法技術指針（案）、道路橋示方書
に準拠した目標スペクトル、耐専スペクトル、ダムの

照査用下限スペクトル、SeleSで算定した地震応答

スペクトル等を設定することが可能です。

概 要パ ッ ケ ー ジ 名

地震荷重設定システム

SeleS for Windows

セレス

販売価格
フル機能版 ：2,205,000円（税込）
翠川・小林版：1,890,000円（税込）
ダム機能版 ：1,890,000円（税込）

水平方向に半無限に拡がる成層地盤を対象とした地
震応答解析プログラムです。強震記録波形や
ARTEQで作成した模擬地震波を入力地震波として

与えることが可能です。
■基本機能

重複反射理論による等価線形解析機能を有します。
土の非線形性は歪依存特性により考慮することが可
能です。
■非線形解析機能（フル機能版のみ）
直接積分法による時刻歴非線形解析機能を有しま

す。直接積分法は線形加速度法を用いて、レーリー
減衰により粘性減衰を指定することができます。復元
力特性として、線形／非線形（Ramberg-Osgoodモデ
ル,Hardin-Drnevichモデル,骨格曲線・履歴曲線を

別々に設定する方法）を選択することが可能です。

波形処理プログラム

k-WAVE for Windows

ケィウェイブ

販売価格 ： 210,000円（税込）

設
計
用
入
力
地
震
動
作
成
シ
ス
テ
ム

成層地盤の地震応答解析プログラム

k-SHAKE＋ for Windows
ケィシェイク プラス

販売価格

フル機能版 ： 840,000円（税込）
基本機能版 ： 525,000円（税込）

強震記録波形データやARTEQ、k-SHAKE+で得ら

れた波形データを読み込み、積分・微分・フィルタ処

理・中立軸補正処理・各種スペクトル表示を行う波形
処理プログラムです。複数の波形に対して行った処
理結果を簡単に重ね描き表示することが可能です。
また、波形データに対する処理過程を保存することが

でき、前回終了時の状態から作業を再開することが
できます。



防災情報システム

■ システム概要

「WEB・GIS」を基盤した地震被害シミュレーションの「プラットフォーム」です。

地震後、準リアルタイム配信される観測記録を収集し、波形処理を行い、地震動強さ（震度や最大速度等）の面的

分布を推定・マッピングします。（プラットフォームに付属する基本機能）

多観測点の観測情報を自動的に収集するため、情報収集の手間が削減できます。

WebGISの利用により、システムはサーバで一元管理します。ユーザはブラウザを介してアクセス（イントラネット）

するため、情報の共有が容易となります。

「お客様保有情報＋公開情報」による「情報価値向上・高度化」をご提供します。（カスタマイズ対応）

社会条件データ（建物分布、拠点等）を用いて地震被害推定を行うことが可能です。（カスタマイズ対応）

■ 機能概要（基本機能）

データ収集機能

・ 地震を指定することで、多観測点の

観測情報（記録）を自動的に収集します。

データ分析／評価機能

・ 観測情報から地震動強さを算定し、表層地盤の増幅率で除する

ことにより基盤の地震動強さを算定します。

・ 基盤における地震動強さの分布を空間補間により推定します。

・ 基盤における地震動強さに表層地盤の増幅率を乗じて地表に

おける地震動強さ分布を算定します。

マッピング機能

・ GISを利用して、観測点、分布図を描画します。

分布図（地形分類、表層地盤増幅率、推定震度）

観測点（観測点名、位置情報、観測点における震度）

・ 評価結果はブラウザにて閲覧することができます。

■ 動作環境

対応ＯＳ ：WindowsXP, Windows2003Server （32bit版）

CPU ：Intel Pentium 4 3GHz以上 （推奨：ﾏﾙﾁｺｱ、ﾏﾙﾁﾌﾟﾛｾｯｻ）

メモリ ：1GB以上 （推奨：2GB）

ディスク容量：40GB以上推奨

GIS ：MapServer

DB ：PostgreSQL、PostGIS

ブラウザ ：IE6以上推奨

【地震選択画面（ｸﾗｲｱﾝﾄ）】

【処理確認画面（ｻｰﾊﾞ）】

【震度分布確認画面（ｸﾗｲｱﾝﾄ）】

【地形分布確認画面（ｸﾗｲｱﾝﾄ）】
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浮き上がり非線形を考慮した直接基礎平面架構の地震応答解析について

正会員 ○坂場律和 1* 同 梁川幸盛 1*

同 庄司正弘 1* 同 木村まどか 1*

同 井上波彦 2* 同 小豆畑達哉 2*

同 壁谷澤寿一 2* 同 田尻清太郎 3*

浮き上がり非線形 多質点系 地震応答解析

直接基礎 RC 造耐震壁構造 相互作用効果

1. はじめに

1995 年兵庫県南部地震の建物被害調査では基礎の浮き

上がり現象によって応答を軽減されたと推測される事例

が報告されている 1)。近年では基礎の浮き上がり非線形に

よる上部構造の応答低減効果が注目され種々の実験や解

析が行われており 2),3)、浮き上がり非線形を考慮した合理

的な設計法が提案されている。そこで本稿では、一般に

多く普及している連層耐震壁の RC 造板状タイプの集合住

宅を対象として浮き上がり非線形を考慮した地震応答解

析を行い、浮き上がり非線形の有無が 1 階層せん断力係

数や層せん断力係数の高さ方向の分布にどのような影響

を及ぼすかを解析的に検討する。

2. 建物モデル

検討に用いる建物モデルは、第一種地盤相当に建設さ

れる直接基礎の RC 造板状タイプの集合住宅とする。検討

では短辺方向（耐震壁付きラーメン構造）を対象とし、

建物高さは 5F, 8F, 14F の 3 モデルを用いる。建物の伏図,

軸組図を図1に示す。

3. 振動解析モデル

振動解析モデルは、多質点系 SR モデルとする。5F, 8F

は等価せん断モデル、14F は等価曲げせん断モデルとし、

復元力特性は原点指向型を用いる。上部構造の減衰定数

は 3%の瞬間剛性比例型減衰とする。回転ばねは基礎の広

がりを考慮することで Winkler モデルの鉛直ばねに置換す

る。基礎部は剛体とし、基礎部各節点の水平変位と回転

角は同一となる。鉛直ばねと水平ばねは 1.0m ピッチに設

け、各ばねに個別減衰を与える。各ばねの剛性および減

衰は文献 4)を参考に振動アドミッタンスより算定する。

SR モデルは、地盤と基礎が常に接触した SR-浮き上が

り線形と地盤と基礎が接触・非接触となる SR-浮き上がり

非線形モデルの 2 モデルで検討を行う。振動解析モデル

を図 2 に示す。SR-浮き上がり非線形モデルの鉛直ばねは、

軸応力が引張となった際に当該鉛直ばねの剛性を零とし、

かつ水平ばねの応力を解放する。また鉛直ばねの剛性が

零となった際は当該ばねの減衰を考慮しないようにする。

上記解析モデルによる 5F, 8F, 14F の各固有値を表 1 に示

す。なお表には参考として基礎固定の周期を同時に示す。

4. 入力地震動

入力地震動は、LV2 告示波乱数位相を第一種地盤で表

層に引き上げた波形である。図 3に加速度波形を示す。

図 1 建物モデル

図 2 振動解析モデル

表 1 固有値解析結果

図 3 入力地震動の加速度波形・加速度応答スペクトル

基礎固定 SR 基礎固定 SR 基礎固定 SR

1次 0.104 0.174 0.206 0.328 0.447 0.736

2次 0.045 0.065 0.081 0.096 0.111 0.156

3次 0.040 0.057 0.067 0.089 0.103 0.131
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5. 解析結果

地震応答解析による接地率の時刻歴波形を図 4 に示す。

なお接地率は文献5)より次式で算出した。

η=(θ0/θ)2/(α-2) （三角形分布 α=6.0, η≦1.00) (1)

ここに、θ0：浮き上がり時回転角, θ：基礎の回転角

図より、5F, 8F, 14F モデルの順で接地率が 1.00 を下回

る回数が増えている。また浮き上がりから着地までの時

間間隔は 5F に比べ 14F モデルの方が長くなっている。

各モデルの最大応答変形を図 5 に示す。図より浮き上

がり非線形を考慮することで、建物応答変形は小さくな

る。また一方で浮き上がり非線形による影響で基礎ロッ

キング変形は大きくなっており、建物全体変形に占める

基礎ロッキング変形の割合が大きくなっている。

各建物の層せん断力分布および 1 階層せん断力係数の

比較を図 6,表 2 に示す。図には、参考として必要保有耐

力時、限界転倒モーメント WL/6 時、倒壊転倒モーメント

WL/2 時の層せん断力を示している。浮き上がり非線形モ

デルは浮き上がり線形モデルよりも応答せん断力は小さ

くなり、1 階層せん断力係数の応答低下率は 0.68～0.98 程

度となる。なお一部の応答で倒壊転倒モーメントを超え

ているが、これは基礎の回転質量の影響により倒壊転倒

モーメントが略算値 WL/2 よりも大きくなるためである。

6. まとめ

本稿では、建物事例に対し浮き上がり非線形を考慮し

た地震応答解析を行った。得られた結論を以下に示す。

・浮き上がり非線形を考慮することで、応答せん断力係

数は小さくなる傾向にある。

・応答せん断力の低減率は、5F, 8F, 14F モデルの順で大き

くなった。特に 14F モデルは限界転倒モーメントが小

さいため大きな応答低減が見受けられた。

以上より、浮き上がり非線形を考慮することで地震時

の建物応答が小さくなり、合理的な設計が行える可能性

があることを示した。また今後において、P-Δ効果や軸ば

ねの圧縮非線形等を考慮した検討が必要であると考える。
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地震応答解析における瞬間割線剛性比例型減衰の提案

正会員 ○梁川 幸盛*

同 宇佐美 祐人*

同 木村 まどか*

長周期地震動 内部粘性減衰 瞬間剛性比例型減衰

非線形振動解析 時刻歴応答解析

１．はじめに

平成 22 年末に国土交通省から提案された「超高層建築

物等における長周期地震動への対策試案について」1)を契

機に、長周期地震動対策は、研究段階から設計検証の段

階に移行しようとしている。長周期地震動波形の特徴と

しては、図１に示すように一つの波形の中に、長い継続

時間の中で、複数の揺れのピークを持ち、様々な周期帯

が連続して変化していくことが挙げられる。

このような地震動波形に対して、筆者らが既報 2)におい

て提案した「割線剛性比例型減衰」を適用した場合、揺

れが収まって建物が初期剛性に近い状態に戻ったとして

も、減衰を決定づけるための割線剛性は低下方向にしか

推移せず、減衰は元に戻らずに低下したままになるとい

う問題があることが指摘されている。特に、２回目以降

の揺れのピークが大きい長周期地震動に対する耐震安全

性の検討や、大きな揺れの後に小さな揺れが長く続く状

態での室内揺れの検討の場面では、大きな問題となる可

能性がある。

筆者らは、瞬間剛性比例型減衰の問題点 3)を解決するた

めに提案した「割線剛性比例型減衰」に対し、剛性が初

期状態に戻った場合に減衰も比例的に戻るという瞬間剛

性比例型減衰の長所である考え方を取り入れることを検

討した。本稿では、改良した減衰の考え方を「瞬間割線

剛性比例型減衰」と呼び、考え方と試計算結果を示す。

２．瞬間割線剛性比例型減衰の提案

図２に瞬間割線剛性比例型減衰の概念を示した。①原

点からスタートして、骨格曲線上を推移している状態で

は、原点と現在点を結ぶ剛性を瞬間割線剛性とする。②

最大変位を経験して除荷に入った場合には、原点と最大

変位点を結ぶ剛性を瞬間割線剛性とする。③変位が反転

するまではそれまでの瞬間割線剛性を維持する。なお、

ここまでは、今回提案する瞬間割線剛性と従来モデルで

ある割線剛性は同一である。④変位が再度反転した場合、

変位反転点と最大変位点を結ぶ剛性を瞬間割線剛性とす

る。ここで、瞬間割線剛性は従来モデルの割線剛性と変

化し、初期剛性に近い値となる。⑤変位が再再度反転し

た場合には、正側の変位反転点と負側の変位反転点を結

ぶ剛性を瞬間割線剛性とする。

従来モデルである割線剛性では、常に変位の進行に合

わせて連続的に割線剛性が低下していくことで、瞬間剛

性比例型減衰の持つ不連続性の問題 3)を解決しようとした。

これは、変位の状態に無関係に減衰係数が変化した場合

に減衰力が連続しなくなり、応答加速度等が不自然に大

きくなるなどの現象につながりやすいためである。

図２ 瞬間割線剛性の考え方

-100

-50

0

50

100

0 30 60 90 120 150

時刻 (s)

加
速

度
(c
m
/
s2
)

図１ 長周期地震動波形の例

（国土交通省が提案する領域９）
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初期剛性比例 瞬間-連続 瞬間-非連続 割線剛性比例 提案モデル
14階 1.000 0.554 0.565 0.561 0.583
26階 1.000 0.609 0.617 0.602 0.622

最大応答加速度

図４ 26 階モデルに最大応答値分布（BCJ-L2）
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しかし、本モデルでは変位が反転する際に減衰係数を

変化させるため、速度がゼロの時点における減衰係数の

変化となるため、瞬間剛性比例型減衰で見られた問題

（速度がゼロでない状態で減衰係数を変化させることに

よる問題）が発生しない。

３．瞬間割線剛性比例型減衰の計算例

解析モデル・解析条件は、既報 1)に示す通り 14・26 階

の建高層 RC 住宅とした。振動モデルの骨格曲線は、立体

静的荷重増分解析の結果をトリリニアカーブにモデル化

したものである。履歴規則は、武田モデル 4)とした。基本

振動モデルは等価せん断型とした。入力地震波は、BCJ-

L2 波 5)を 80%に縮小した地震波、および、図１に示す領

域９波形 1)を基礎に入力した。

比較のため、下記に示す４ケースの解析を実施した。

・初期剛性比例：減衰は初期剛性に比例し計算中一定

・瞬間剛性比例型（連続モデル）2)

・瞬間剛性比例型（非連続モデル）2)

・割線剛性比例型減衰

・瞬間割線剛性比例型減衰（提案モデル）

いずれも、一次固有周期に対する初期減衰定数 h1=3%

とし、文献 1)中に示すα=2h／ωは計算中一定とした。

図３～４に BCJ-L2 波を入力した場合の最大応答値分布

を示す。既報 2)にて示したとおり、瞬間剛性比例型減衰に

よる最大応答加速度分布が乱れる中、割線剛性比例型お

よび瞬間割線剛性比例型の応答値は、乱れはみられず、

瞬間剛性比例型減衰の最大値に近い応答値が得られた。

表１に内部粘性減衰による消費エネルギーの比を求めた

結果を示す。若干ではあるが提案モデルの値が大きい。

表１ 内部粘性減衰による消費エネルギー比（BCJ-L2）

エネルギー消費率の差が小さいのは、最大値発生後の入

力エネルギーが小さいためと考えられる。

図５に領域９波形を入力した場合の時刻歴を示す。最

大応答値発生までは、今回提案する瞬間割線剛性比例型

減素および割線剛性比例型減衰の応答値はほぼ一致し、

最大応答値発生以降に、今回提案する瞬間割線剛性比例

型減衰による応答値が若干小さくなっていることが確認

できた。

４．まとめ

割線剛性比例型減衰の問題点を改良した瞬間割線剛性

比例型減衰を示した。同減衰を用いることによって、設

計における応答解析において一般的に用いられている瞬

間剛性比例型減衰とほぼ同じ程度の最大応答値を、比較

的乱れが少なく求めることができ、さらに長周期地震動

に代表されるピークが複数あり、ピーク発生後の揺れが

長く続く地震波に対しても有効であることを確認した。
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降雨時の地盤安定性問題に対するソリューション

近年，台風や大雨による土砂災害の増加に伴い，斜面や盛土の安定性に対する関心が高まっ
ております。降雨時の地盤安定性を確認することは，災害発生の危険度予測や有効な対策の第
一歩となります。

弊社では非定常浸透流解析プログラムをはじめ，すべり安全率・すべり変形量の算出プログ
ラムなど様々な自社開発を積極的に行っております。これにより，浸透流解析結果から降雨時
に時々刻々と変化する水圧や水位を把握し，有効応力を用いて想定すべり面の危険度を判定す
るなど，総合的な検討が実施可能です。

また，永年培ってきた解析コンサルティングの経験と実績に基づき，お客様の目的・予
算に応じたモデル化や解析手法のご提案などニーズに合わせた柔軟な対応を行っています。

●平時の応力状態（常時応力解析結果） ●降雨時の水圧分布（非定常浸透流解析結果）

●有効応力を用いた斜面安定の検討

①②
③④

②

No. S.F.
① 1.94
② 1.73
③ 1.84
④ 1.88

局所安全係数と破壊状況のチェック 想定したすべり面毎にすべり安全率を時刻歴で算出C C

実績

降雨時の斜面安定性評価（某コンサル）

降雨による地下水位面の変動予測（某コンサル）

ロックフィルダムコア部の定常浸透流解析および非定常浸透流解析（二次元と三次元の比較。自社検討）

使用ソフト

UNSAT 二次元飽和-不飽和浸透流解析プログラム（自社開発）

NASKA 二次元応力と浸透流の連成解析プログラム（自社開発）

POST-S 二次元すべり安全率・すべり変形量の算出プログラム（自社開発）

GEOACE 三次元土水連成FEM解析プログラム（他社と共同開発）

常時降雨時

t

s



液状化問題に対するソリューション

■海岸付近の地盤における液状化検討事例
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●過剰間隙水圧比コンタ図

護岸および河川堤防などは、防災上重要な土

木構造物です。これらは大地震時に背後地盤の

変形や液状化により地盤が大きく変状すること

が予想され、防災対策として現状の変形、沈下

を把握すること、および対策工による効果を検

討することが重要です。

また、住宅地、工場敷地内の地盤が液状化す

ることにより、地盤沈下、インフラとして重要

な地中構造物の破損、工場施設の破損などを引

き起こし住民生活、事業継続に対して大きな被

害が生じます。これら防災対策の検討を行う上

で、地盤と構造物をともに考慮した解析モデル

による有効応力非線形解析が有効です。

弊社では、自社開発の有効応力非線形解析プ

ログラムの他に、各種解析プログラムを使用し

た解析にとりくんできております。予測された

地震動強さと地盤種別から簡便的に評価する方

法から有効応力解析に基づく方法まで、検討内

容に応じた解析手法、解析ツールを選択し対応

いたします。

側方境界側方境界 周辺地盤周辺地盤

底面境界

側方境界側方境界 周辺地盤周辺地盤

底面境界

側方境界側方境界 周辺地盤周辺地盤

底面境界

全応力解析

有効応力解析

■有効応力解析と全応力解析により地中構造物
の耐震性を比較検討

■FEMにより河川堤防の液状化による挙動を

シミュレーション

●変形コンター図(拡大)

●過剰間隙水圧比コンター図

(拡大：赤色は液状化している状態)

●解析モデル図(全体)

●モーメント図

●解析モデル図



時刻歴応答解析による設計を支援する統合構造計算プログラム

RESP-Dは許容応力度設計から質点系振動解析、立体振動解析までをシームレスで行う新世代の構造計算プログラムです。
RESPシリーズが取り組んできた超高層建築、免震構造、制振構造に対して、数々の新しいアイディアを盛り込むことで、
より高度で質の高い構造計算やプレゼンテーションをサポートします。

■ 概要

■ 構造計算・出力機能の特長

• 標準書式に則した構造計算書を出力可能です。
• 伏図・軸図・部材断面リストは図面表現に準じています。
• 時刻歴応答解析結果に対する、ヒンジ図・部材応力・履歴等の

出力が可能です。
• 伏図、軸組図の分割出力が可能です。
• 解析モデルの応答解析アニメーションが作成できます。

（塑性化部材の表示が可能）
• 応答解析アニメーションでは2棟並べての応答比較が可能です。

■ プログラムの特長

機能追加項目 対応内容

ST-BRIDGE出力 国内の建築構造分野標準フォーマット対応

免震装置符号定義 免震装置に符号を定義して配置

平面応力要素 平面応力要素の配置、計算

支点ばねの非線形性定義 支点ばねの非線形考慮機能

層の復元力特性設定高度化 質点系モデル作成をより直観的に操作性向上

グリッド+αの形状入力

Ver.2.2における主要機能追加情報

階のグルーピング

構造図ライクなリスト表示

エラーの即時表示

 入力の特長
・直交する通り軸を基本とした任意形状に対応します。
・エラーは逐次表示されるためミスが早期に発見できます。
・断面リストは構造図表現に準じた直観的な入力形式です。
・階グルーピングにより基準階の入力が大幅に省力化できます。

 計算の特長
・多剛床および剛床解除の指定がモデル化できます。
・長期荷重に対し施工段階解析が可能です。
・中間層免震を含む免震建物の解析が可能です。
・免制振装置のばらつき検討を１つのデータ内で考慮可能です。
・鉄骨、コンクリートの数量出力に対応しています。
・ファイバモデルによる袖壁の考慮が可能です。
・位相差の考慮がスイッチ一つで行えます。

アニメーション（マルチタワー）

応力図

アニメーション（比較）エネルギー時刻歴履歴出力

断面リスト

１．許容応力度計算、荷重増分解析、振動解析まで一連処理可能です。
２．立体振動解析・質点系振動解析をはじめ多様な解析が選択可能です。
３．超高層、免震、制振構造に対しスピーディに振動アニメーションを作成可能です。
これらの機能はすべて標準機能です。オプション等の購入は不要でご使用いただけます。

■ 建物データ入力および計算機能の特長

質点系モデル 質点系＋免震層立体モデル

立体フレームモデル 杭一体モデル



解析雑誌 Vol.31 2012/12 ㈱構造計画研究所 51

Journal of Analytical Engineering, Vol.31 Editor’s Note

Kaiseki Portal

「解析ポータル」サイトでは、災害、環境、維持管理、建築、土木の各分野での解析に関する様々

な情報やコンサルティングサービス、構造解析、設計用入力地震動作成システム、地震リスク評

価、災害時対策、地盤と構造物の動的相互作用、熱・流体解析に関するソフトウエアについてご

紹介しています。

本誌のバックナンバー（PDF形式）をダウンロードいただけます。ぜひお立ち寄りください。

http://www.kke.co.jp/kaiseki/

From Editors
先日、私用で富山に行ってきました。帰りに黒部ダムに寄ったのですが、その大きさと雄

大な景色に圧倒されました。聞けばダム建設の作業人数は 1000万人を超え、工事期間中の

殉職者は 171 人に及んだそうです。この素晴らしい建造物の裏には想像を絶する苦難があ

ったのだなと感慨にふけりました。ダム建設の裏側が気になる方は是非、黒部の太陽を見

てみて下さい（と言いつつ私はまだみてませんが…）。

富山でもう一つ衝撃を受けたのはブラックラーメンです。その強烈な味の濃さから、ご飯

のおかずにラーメンを食べるという驚異的な料理です。好き嫌いがわかれますが、富山に

行かれた際には是非食べてみて下さい。衝撃を受けると思います。

防災・環境部 地圏環境室 奥野峻也

入社以来、主に意思決定支援系なる弊社業務分野に携わってきましたが、10 年を境に学生

時代以来、久々に解析分野に携わる事となりました。いくら学生時代に長く解析に関わっ

ていたとはいえ、10 年も離れていると、キャッチアップに四苦八苦しておりますが、この

解析雑誌の編集に携わりながら、自分の勉強もあらためてしております。今後は Input だ

けでなく Output として、多分野での経験を生かし、皆さまのお役に立てる情報を様々発信

していきたく思っておりますので、よろしくお願いいたします。

エンジニアリング営業部 ストックマネージメント室 田邊功一



本誌掲載記事ならびに弊社の商品・サービスに関するお問い合せは下記までお願いいたします。

kaiseki@kke.co.jp
（株）構造計画研究所 エンジニアリング営業部

〒164-0011 東京都中野区中央 4-5-3

TEL (03) 5342-1136

（株）構造計画研究所 エンジニアリング営業部 大阪支社

〒541-0047 大阪市中央区淡路町 3-6-3 ＮＭプラザ御堂筋 5F

TEL (06) 6226-1231

（株）構造計画研究所 中部営業所

〒460-0008 愛知県名古屋市中区栄 1-3-3 アムナットビル朝日会館 11F

TEL (052) 222-8461
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